
1 
 

 
 
 
 
 
 
 

南阿蘇村の消費者行政の取組について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 22 年 10 月 15 日（金）会議資料 

南 阿 蘇 村 

 



2 
 

◆ 今までの相談体制 
１ ～平成 21 年度 職員 2 名で一般業務を兼務しながら相談業務を実施。 

 
２ 高森町、南阿蘇村、西原村の 3 町村が主催とし実施した事業 

  （１）職員を対象とした「多重債務問題対策のための職員セミナー」を実施。（H20.8） 
     同日の午後に「なやみごと無料相談会」を実施。（高森町との共催） 
                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （２）職員、民生委員・児童委員、区長会合同の『「多重債務問題」についての勉

強会』を実施。（H21.10.8） 
  （３）「家計の無料相談会」の実施。（H21.10.9） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 20 年 8月 22 日(金)熊日朝刊 

平成 21 年 10 月 12 日(月)熊日朝刊 

職員セミナー実施状況写真 
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（４）「消費者なんでも無料相談会」の実施。（H22.5.26） 
      自殺防止のために県障がい支援総室にも協力をいただき臨床心理士２名

による「こころの健康相談」も同時に開催。 
      法テラス高森事務所が 1/4 に開設されたせいか、また、農繁期でも

あり相談者が激減していた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合同勉強会実施状況写真 

平成 22 年 5月 20 日(木)熊日朝刊 

相談会実施状況写真 
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◆ 地方消費者行政活性化交付金事業による取組（Ｈ２１～Ｈ２３） 

１ 平成２１年度事業は・・・ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充） 

納品検査（間仕切り） 

納品検査（机） 

納品検査（椅子） 



5 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充） 

納品検査（看板） 

納品検査（案内板） 

納品検査（案内板） 
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以前、県消費者生活センターからいただいたものは、色が白くなり、村独自で耐候性のインクで

作成した。全戸配布し、玄関に貼ってかなりの効果があっている。 
 

⑧消費生活相談員レベルアップ事業（研修参加支援） 

研修状況（宮崎市：宮崎県生活情報センター） 

⑬消費者教育・啓発活性化事業 

納品検査（シール） 



7 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        （表）                       （裏）   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

納品検査（リールレット） 
配布時による民生委員会での説明会

⑬消費者教育・啓発活性化事業 

村独自作成したリーフレット 
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２ 平成２２年度事業は・・・ 

（１） 地方消費者行政活性化交付金事業 
 
⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充） 

 
相談員による専用のパソコン及びプリンターの導入 

 
⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援） 

 
   22年度に非常勤相談員を1名雇用する予定であり、相談者としての必要な知識の

取得、実務能力の向上を図り、県が主催する消費生活相談員養成事業に参加する。 
   平成22年8月から2月にかけて、座学研修を熊本市で、実地研修を南阿蘇村で実施

する。 
 

消費者生活相談養成事業に参加する相談員の賃金及び旅費 
 

・賃金6000円×50日＝３００，０００円 （H22.8～H23.3） 

・旅費2800円×20日＝５６，０００円 （H22.8～H23.3） 

 
⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 

 
・旅費［職員研修］ 
（熊本市2800円×2名×4回=22,400円、福岡市16,000円×2名×1回=32,000円） 

 
   ・旅費［相談員研修］ 

    （熊本市2800円×1名×5日×2回=28,000円） 
 

⑯一元化相談窓口緊急整備事業 

 
22 年度に消費者行政担当者（非常勤）相談員の設置を 1 名雇用する。 

  相談員の賃金及び旅費 
 

３ 平成２３年度事業は・・・ 

   ・23 年度の取組として、相談業務の状況を考慮し、相談日の拡大を目標

とする。 
   ・潜在被害者の掘り起こしの実施。（公民館等での相談会） 
   ・阿蘇南部 3 町村との更なる連携の強化 
   ・22 年度からの継続事業       などを計画しています。 
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４ 地方消費者行政活性化交付金事業の他に「消費生活相談専門家による

巡回訪問事業」の実施について 
 
 
   平成 22 年 8 月 3 日から毎週火・木を相談日として、久木野庁舎消費生活

相談室において午前 10 から午後 3 時まで相談業務を実施。 

 

防災無線を利用し月曜日の夕方と火曜日の朝及び水曜日の夕方と木曜日

の朝に住民へ周知の放送。週 4 回防災無線を流しています。今のところ「う

るさい」という苦情はありません。 

防災無線が効力を発揮したのか、8 月 3 から 10 月 14 日まで（火・木です

が・・）の相談件数が、24 件ありました。 

 

職員での相談件数は、1 年で 10 件もなかったことを考えれば、効果があ

りました。 

 

利点としては、相談員が職員でないことと、相談場所が職員の目に触れな

い場所に設置したものと考えられます。 

 

また、相談員が専門の相談員から適切な指導を受けながら、充実した相談

業務が遂行されています。 

 

   21 年度にこの事業に取りかかるときは「何人相談者が来るかわからな

い。」という戸惑いもありましたが、結果論を机上で考えるよりまず「実行」

するしかないと思ったのと、知り合いの自殺が引き金を引いたこともあり、

担当者として「住民の安心安全な暮らし」、「住民の救済」という意味でも

相談室を設ける意欲を出させたものだと思います。 

 

   また、上司や首長の理解も必要になります。 

 

   相談室を設置し、2 ヶ月が経ちますが、実際やってみますと、事務遂行上

不足する部分が出てきます。 

   それを補いながら消費者行政の活性化を図っていきたいと思います。 
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◆ 補った部分の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                ◆ 専門相談員に

よる指導状況 

 
 
 
 
 
 
 

「２階」を追加 

「誘導看板」の位置を変更 

「誘導看板」の追加 「待機場所」の追加 

専門相談員の適切な指導 
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■ 相談日は、毎週火曜日と木曜日で、時間は、午前１０時から午

後３時までです。 

【相談員の勉強会日及び祝日並びに年末年始はお休みしています。】裏面のとおり 

■ 場所は、南阿蘇村役場 久木野庁舎 3Ｆ「南阿蘇消費者相談室」です。 

秘密は堅く守られますので、お気軽にご相談ください。 

 
◆ 利用できる方：南阿蘇内在住、在勤、在学の方 
● 相談を受けるにあたっては、円滑な相談処理を実施するために、氏名、住所、電話番号、

性別、年齢、職業をお聞きします。これらの情報（以下、個人情報といいます）は、相談処

理のためのみに利用し、本人の同意を得ずに他の目的で利用することはいたしません。 
●消費者ホットライン 
 電話：０５７０－０６４－３７０ 
※ 消費者ホットラインは、年末年始を除いて毎日ご利用できます。 
 
 
 

近年激増している振込め詐欺、悪質な訪問販売や架空請求インターネットによる

不当請求など、多重債務に関する消費者をめぐるトラブルは後を絶ちません。また、

家族離散や全国で年間３万人を超える自殺などの深刻な社会問題になっています。 

  政府もこの問題の根絶のため、「消費者庁」を立ち上げ、国民生活センター、市

区町村など、各機関で相談体制が強化されています。 

  実質的なデフレが継続していることに加え、不安定な雇用形態が増えるなど社会

的な背景もありますが、安易なカード利用や、あの手この手の新手のセールスなど

により町村内でも被害に遭われている消費者は確実に増加傾向にあります。 

  熊本県は、市町村にそれぞれ消費者相談センターか消費者相談室を設けることを

進めており、南阿蘇村としても、“村民の安心安全な暮らし”、“悪徳商法などで悩

んでいる村民の救済”として、「南阿蘇消費者相談室」を平成 22 年 8 月に開設し

ました。 

お問い合せ 

 南阿蘇村河陰 145－3 南阿蘇村役場 総務課  TEL  67-1111  FAX  67-2073 

「南阿蘇消費者相談室」を設けました。 

 

周知用チラシを作成 全戸配布、村 HP 掲載 


